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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等             

完成工事高 (百万円) 165,515 210,981 312,547 390,875 484,895 

経常利益 (百万円) 9,029 16,697 17,303 23,161 36,797 

中間(当期)純利益 (百万円) 10,622 11,173 10,641 19,400 23,531 

純資産額 (百万円) 46,579 64,593 85,157 55,508 77,414 

総資産額 (百万円) 214,462 388,912 449,387 279,721 442,952 

１株当たり純資産額 (円) 243.10 334.13 440.88 288.88 400.56 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 55.55 58.14 55.35 101.27 122.41 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 55.20 58.06 55.32 100.80 122.28 

自己資本比率 (％) 21.7 16.5 18.9 19.8 17.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,814 5,941 △1,883 5,237 35,531 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,757 △2,038 117 1,051 △3,458 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,160 △2,006 △3,050 △1,338 △2,191 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 39,511 48,721 72,329 46,878 77,051 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(人) 

2,672 

〔1,452〕

2,918 

〔1,702〕

3,066 

〔1,861〕

2,733 

〔1,513〕

2,947 

〔1,775〕

(2）提出会社の経営指標等           

完成工事高 (百万円) 141,187 177,854 284,258 341,599 420,182 

経常利益 (百万円) 8,910 14,798 14,725 21,211 31,276 

中間(当期)純利益 (百万円) 9,655 10,126 9,441 17,517 20,866 

資本金 (百万円) 12,823 12,916 12,929 12,901 12,928 

発行済株式総数 (千株) 192,230 193,029 193,137 192,893 193,125 

純資産額 (百万円) 39,065 54,538 71,650 46,791 65,363 

総資産額 (百万円) 181,538 353,752 410,645 246,229 410,685 

１株当たり純資産額 (円) 203.89 283.70 372.69 243.51 339.92 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 50.50 52.69 49.11 91.45 108.55 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 50.18 52.62 49.08 91.02 108.43 

１株当たり配当額 (円) － － － 10.00 15.00 

自己資本比率 (％) 21.5 15.4 17.4 19.0 15.9 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(人) 

1,175 

〔1,047〕

1,232 

〔1,242〕

1,246 

〔1,445〕

1,187 

〔1,078〕

1,222 

〔1,314〕



２【事業の内容】 

  

 当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社16社、持分法適用関連会社５社が営んでいる事業内容に重要な

変更はありません。 

 当中間連結会計期間末における事業系統の概要は以下の図のとおりであります。 

事業系統図 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であります。なお、在籍者数は3,143名であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（当社グループにて就業する契約社員、派遣社員、その他業務委託者

等の人数。但し、嘱託及び、当社グループの建設現場等で就業する者は除く）の当中間連結会計期間の平均

人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、執行役員15名、顧問・参与・フェロー並びに外国人・期限付嘱託70名及び当社から他社への出

向者23名を除き、嘱託5名及び他社からの当社への出向者19名を含む就業人員であります。なお、在籍者数

は、1,335名であります。 

２ 60才定年制であり、満60才の月末に退職となります。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（当社にて就業する契約社員、派遣社員、その他業務委託者等の人

数。但し、当社の建設現場等、本店事務所以外で就業する者は除く）の当中間会計期間の平均人員でありま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  （平成19年９月30日現在）

事業部門の名称 エンジニアリング事業 その他の事業 管理部門（本社） 合計 

従業員数（名） 2,732（1,560） 155（96） 179（205） 3,066（1,861）

  （平成19年９月30日現在）

従業員数（名） 1,246（1,445） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間の連結受注工事高は、1,803億13百万円（前中間連結会計期間比 51.5％減）となりました。そ

の内訳は、海外 751億49百万円（同 75.0％減）、国内 1,051億63百万円（同 48.4％増）となりました。なお、当中

間連結会計期間末受注残高は、9,188億61百万円となりました。 

  

 連結完成工事高については、主要な手持工事の進捗により、3,125億47百万円 (前中間連結会計期間比 48.1％増)

となりました。その内訳は、海外 2,465億41百万円 (同 48.2％増)、国内については 660億5百万円 (同 47.8％増)

となりました。 

 完成工事の主なものは、次のとおりです。 

  利益面では、完成工事高が増加したものの、熟練工事従事者の逼迫に起因する生産性の低下により完成工事総利

益率が悪化し、完成工事総利益は 172億39百万円 (同 8.9％減)、営業利益は 114億20百万円 (同 15.4％減)となり

ました。経常利益は173億3百万円 (同 3.6％増)、中間純利益は106億41百万円 (同 4.8％減)となりました。 

  （＊）は進行基準適用工事の出来高部分

海外 

・カタール向けラスガス3社LNGプラント第６及び第７系列増設工事(＊) 

・カタール向けカタールガス3社及びカタールガス4社LNGプラント第６及び第７系列増設工事(＊) 

・カタール向けカタールガス2社LNGプラント第４及び第５系列増設工事(＊) 

・ロシア向けサハリン2プロジェクト(＊) 

国内 

・鹿島アロマティックス(株)アロマコンプレックス新設工事 

・三菱瓦斯化学(株)MXDA設備建設工事 

・久光製薬(株)宇都宮第２工場建設工事 

・出光興産(株)北海道製油所2007年SDM工事(千代田工商㈱) 



①事業部門別の業績は次のとおりであります。 

a エンジニアリング事業 

 エンジニアリング事業部門においては、海外プラント市場においては、引き続き、世界レベルでのエネルギー需

要の増大に対応し、世界各地でプラント建設が計画されております。一方で、プラント建設ラッシュが続く中東地

区においては、熟練工事従事者の逼迫に起因する生産性の低下が避けられない状況が続き、工事遂行環境は依然と

して厳しいものとなっております。 

 このような環境のもと、当社グループはカタールを中心とした既受注案件の確実な工事遂行に向け、引き続き、

全力を挙げて取り組んでおります。 

 国内では、大型LNG受入基地の新増設案件への投資意欲や石油・石油化学分野を中心とした新規設備、既設設備

改造への投資は引き続き堅調に推移しております。当社グループにおいては、石油分野を中心として、手持工事の

遂行が順調にすすみ、受注面でも重質油処理案件を中心に堅調な受注を達成しております。 

 このような状況の下、当中間連結会計期間の受注工事高は 1,775億85百万円（前中間連結会計期間比 51.8％

減）を獲得し、完成工事高については 3,098億18百万円（同 49.1％増）となりました。 

b その他の事業 

 その他の事業部門は、上記エンジニアリング事業部門に対する各種サポート業務が中心であり、当中間連結会

計期間の受注工事高は 27億28百万円（前中間連結会計期間比 16.2％減）となり、完成工事高についても 27億28

百万円（同 16.2％減）となりました。    

②所在地域別セグメントの実績は次のとおりであります。 

a 日本 

 当中間連結会計期間も受注が好調に推移したことから、完成工事高は 3,077億30百万円（前中間連結会計期間

比 1,013億13百万円増）となり、営業利益 113億49百万円（同 21億44百万円減）を計上しました。 

b アジア地域 

 当中間連結会計期間において、完成工事高は 48億16百万円（前中間連結会計期間比 2億51百万円増）となり、

営業利益 62百万円（前中間連結会計期間 営業損失 2百万円）を計上しました。 

c 北米地域 

 北米地域での活動は、営業事務連絡等のグループ内支援が中心で、完成工事高は全額内部取引消去の対象とな

り、活動規模も小さく、営業利益 1百万円（前中間連結会計期間 営業利益 0百万円）を計上しました。 

d その他の地域 

  その他の地域では、連絡要員のみを残した運営を行っており、完成工事高は計上されず、営業損失 1百万円

（前中間連結会計期間 営業利益 9百万円）を計上しました。 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間の上記所在地別セグメントの業績の完成工事高及び前年同期比較には、セグメント間の

内部完成工事高を含んでおりません。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中

間純利益 180億29百万円の計上に対し、運転資金収支（売上債権、未成工事支出金、仕入債務、未成工事受入金の

増減額合計）が 67億4百万円の減少となったことに加え、法人税等の支払額 135億41百万円、配当金の支払額 28

億77百万円により、前連結会計年度末に比べ 47億22百万円減少し（前中間連結会計期間は 18億43百万円の増

加）、当中間連結会計期間末には、723億29百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間における営業活動による資金収支は 18億83百万円の減少（前中間連結会計期間は 59億41百

万円の増加）となりました。 

  これは、税金等調整前中間純利益 180億29百万円や減価償却費 7億28百万円を計上したものの、運転資金収支

が 67億4百万円の減少となったこと、法人税等の支払額 135億41百万円などによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間における投資活動による資金収支は 1億17百万円の増加（前中間連結会計期間は 20億38百

万円の減少）となりました。 

  これは、IT関連のソフトウェア投資などの設備投資 7億49百万円を実施しましたが、投資有価証券の売却 8億39

百万円などによる収入を計上したことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間における財務活動による資金収支は 30億50百万円の減少（前中間連結会計期間は 20億6百

万円の減少）となりました。 

  これは、配当金の支払い 28億77百万円があったことなどによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

 なお、国内及び海外の受注高並びに受注残高の内訳は、次のとおりであります。 

 （注） 受注残高の（ ）内の数字は、前連結会計年度以前に受注した工事の契約変更等による減額分並びに受注高の

調整による増額分及び外貨建契約に関する為替換算修正に伴う増減額の合計を表示しております。 

事業部門の名称 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

<前年同期比>

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

１ エンジニアリ

ング事業 
368,581 99.1 

1,130,966 

(9,569)
100.0 

177,585 

<51.8％減>
98.5 

918,861 

( 2,415)
100.0 550,922 98.8 

1,048,679 

(15,328)
100.0 

(1）ＬＮＧプラ

ント関係 
33,033 8.9 

739,228 

(9,546)
65.4 

39,467 

<19.5％増>
21.9 

478,260 

( 2,019)
52.1 122,045 21.9 

646,332 

(15,291)
61.6 

(2）その他ガ

ス・動力関

係 

261,795 70.4 
283,439 

(△56)
25.0 

23,927 

<90.9％減>
13.3 

285,795 

(  90)
31.1 298,751 53.5 

297,016 

( △159)
28.3 

(3）ガス化学関

係 
394 0.1 

1,902 

(0)
0.2 

163 

<58.5％減>
0.1 

1,181 

(    ―)
0.1 521 0.1 

1,714 

(     6)
0.2 

(4）石油・石油

化学関係 
38,427 10.4 

60,301 

(189)
5.3 

85,803 

<123.3％増>
47.6 

115,817 

(  381)
12.6 85,251 15.3 

73,104 

(  438)
7.0 

(5）一般化学関

係 
14,980 4.0 

27,087 

(△60)
2.4 

11,209 

<25.2％減>
6.2 

14,723 

(   △2)
1.6 19,377 3.5 

17,769 

( △166)
1.7 

(6）一般産業機

械関係 
12,767 3.4 

12,070 

(△34)
1.1 

4,032 

<68.4％減>
2.2 

5,192 

(   ―)
0.6 13,881 2.5 

5,413 

( △34)
0.5 

(7）環境関係・

その他 
7,183 1.9 

6,936 

(△17)
0.6 

12,980 

<80.7％増>
7.2 

17,890 

( △73)
1.9 11,091 2.0 

7,327 

( △47)
0.7 

２ その他の事業 3,258 0.9 
－ 

(－)
－ 

2,728 

<16.2％減>
1.5 

― 

(   ―)
― 6,785 1.2 

― 

(  ―)
― 

総合計 371,840 100.0 
1,130,966 

(9,569)
100.0 

180,313 

<51.5％減>
100.0 

918,861 

( 2,415)
100.0 557,707 100.0 

1,048,679 

(15,328)
100.0 

国内外内訳 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

<前年同期比>

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

金額 
(百万円) 

構成
比 
(％) 

国内 70,885 19.1 
123,146 

(△566)
10.9 

105,163 

<48.4％増>
58.3 

184,673 

( △27)
20.1 155,297 27.8 

145,542 

( △689)
13.9 

海外 300,954 80.9 
1,007,820 

(10,135)
89.1 

75,149 

<75.0％減>
41.7 

734,187 

( 2,442)
79.9 402,409 72.2 

903,136 

(16,017)
86.1 

合計 371,840 100.0 
1,130,966 

(9,569)
100.0 

180,313 

<51.5％減>
100.0 

918,861 

( 2,415)
100.0 557,707 100.0 

1,048,679 

(15,328)
100.0 



(2）売上実績 

 なお、国内及び海外の売上実績の内訳は、次のとおりであります。 

 （注）１ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

２ 主な相手先別の売上実績及び総売上高に対する割合は次のとおりであります。 

３ 本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 構成比（％） 
金額（百万円） 
<前年同期比> 

構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

１ エンジニアリング事業 207,723 98.4 
309,818 

<49.1％増>
99.1 478,110 98.6 

(1）ＬＮＧプラント関係 150,274 71.2 
209,559 

<39.5％増>
67.0 337,927 69.7 

(2）その他ガス・動力関

係 
10,369 4.9 

35,239 

<239.8％増>
11.3 33,646 6.9 

(3）ガス化学関係 1,099 0.5 
696 

<36.6％減>
0.2 1,419 0.3 

(4）石油・石油化学関係 33,940 16.1 
43,471 

<28.1％増>
13.9 68,210 14.1 

(5）一般化学関係 7,310 3.5 
14,253 

<95.0％増>
4.6 20,918 4.3 

(6）一般産業機械関係 2,401 1.1 
4,254 

<77.2％増>
1.4 10,172 2.1 

(7）環境関係・その他 2,328 1.1 
2,343 

<0.7％増>
0.7 5,815 1.2 

２ その他の事業 3,258 1.6 
2,728 

<16.2％減>
0.9 6,785 1.4 

総合計 210,981 100.0 
312,547 

<48.1％増>
100.0 484,895 100.0 

国内外内訳 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 構成比（％） 
金額（百万円） 
<前年同期比> 

構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

国内 44,657 21.2 
66,005 

<47.8％増>
21.1 106,550 22.0 

海外 166,324 78.8 
246,541 

<48.2％増>
78.9 378,345 78.0 

合計 210,981 100.0 
312,547 

<48.1％増>
100.0 484,895 100.0 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

相手先 
金額 

（百万円） 
割合 
（％） 

相手先 
金額 

（百万円）
割合 
（％） 

相手先 
金額 

（百万円） 
割合 
（％） 

カタール・リキファイ

ド・ガス・カンパニ

ー・リミテッドⅡ 

64,743 30.7 

ラスラファン・リキフ

ァイド・ナチュラル・

ガス・カンパニー・リ

ミテッドⅢ 

65,749 21.0 

カタール・リキファイ

ド・ガス・カンパニ

ー・リミテッドⅡ 

127,896 26.4 

カタール・リキファイ

ド・ガス・カンパニ

ー・リミテッドⅢ 

26,935 12.8 

カタール・リキファイ

ド・ガス・カンパニ

ー・リミテッドⅢ・Ⅳ 

57,358 18.4 

ラスラファン・リキフ

ァイド・ナチュラル・

ガス・カンパニー・リ

ミテッドⅢ 

72,283 14.9 

ラスラファン・リキフ

ァイド・ナチュラル・

ガス・カンパニー・リ

ミテッドⅢ 

26,882 12.7 

カタール・リキファイ

ド・ガス・カンパニ

ー・リミテッドⅡ 

49,643 15.9 

カタール・リキファイ

ド・ガス・カンパニ

ー・リミテッドⅢ・Ⅳ 

65,534 13.5 

サハリン・エナジー・

インベストメンツ・カ

ンパニー・リミテッド 

23,682 11.2       

サハリン・エナジー・

インベストメンツ・カ

ンパニー・リミテッド 

48,624 10.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

なお、当社は平成19年11月28日に、サンライズ・リアルエステート株式会社との合併（効力発生日：平成20年１月

１日予定）を決議しております。詳細につきましては、「第５経理の状況 １．中間連結財務諸表等及び２．中間

財務諸表等」の重要な後発事象を参照してください。 

  



５【研究開発活動】 

(1) エンジニアリング事業 

 研究開発活動は当社及び千代田アドバンスト・ソリューションズ㈱が行っております。ビジネスの発掘、受注

の促進、付加価値の増大、技術優位性の確立等に寄与する技術・商品の開発を目指し、以下の３つを重点分野と

しております。 

① エネルギー・環境分野 

② 新化学分野 

③ エンジニアリング力強化 

 当中間連結会計期間における主要な個別研究成果は、次のとおりであります。 

・CT-121排煙脱硫プロセスは、米国、欧州、アジアなど海外の石炭焚火力発電所向けの販売促進を目的とし

て、今後問題となってくる石炭種の低品位化、微量成分の規制強化などへの対応の技術改良を昨年度と同

様、継続的に取り進めております。また、次世代型の排煙脱硫プロセスとして開発した触媒酸化法排煙脱硫

装置（CASOX PROCESS）は、簡便システム、低運転コスト、超高効率可能、ゼロエミッションという様々な

特徴を有しております。PRTR法等の新規規制対応、化石燃料の低品質化、環境保全装置の高効率化などの将

来を見据えた対応技術として技術改良、競争力強化を進めております。 

・天然ガスをCO2により改質し、GTL（ガス・ツゥ・リキッド）、メタノール合成、DME（ジ・メチル・エーテ

ル）合成などの原料となる合成ガスを製造するCO2改質プロセスを、JOGMEC（独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構）GTLプロジェクトに参画し開発しています。このプロジェクトは、東南アジアに多く存

在するCO2含有量の高い天然ガスの有効利用を目的に、経済的に合成燃料油を製造する技術（GTL技術）の開

発を実施しています。昨年度より、JOGMEC-GTL実証化研究（期間:5年間）に参加し、合成燃料油製造用で

500BPSD規模の実証化プラントでの試験により、CO2改質プロセスの完成を目指しています。 

・将来の水素エネルギー社会への対応として、有機ケミカルハイドライド（水素化反応で水素を分子内に取り

込み、また、脱水素反応で水素を放出できる有機化合物）を用いた水素輸送／貯蔵システム及び脱水素触媒

の開発を実施しています。開発した脱水素触媒は高活性で安定した性能を示すことが確認されており、更な

る改良とその工業製造法の確立のための検討を進めています。 

・NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の委託を受け、開発を進めて来た高温化学反応

プロセス（水素製造など）における高温空気燃焼制御技術（HiCOT）開発プロジェクトでは、燃料消費量の

低減、CO2・NOx・COなど環境負荷物質の削減、コンパクトな水素製造プラント実現の可能性が確認されてい

ます。昨年度、NEDOとの共同で実用化研究を実施し、実証化プラントの設計/建設（水素製造量：

1200Nm3/HR）、実証化試験を実施しました。試験では、目標とした、省燃料、低NOｘ燃焼、炉の小型化が確

認されました。本年度更に1年研究を継続し、経済性の高い水素製造プラントの商業化を目指す予定です。 

・第１号プラントとしてライセンス供与した貴州水晶有機化工（集団）有限公司（中国貴州省）向け新酢酸合

成プロセスは、商業プラントの完成／運転開始に向かって進んでいます。また、大型の第2号プラント実現

に向けた具体的な活動も精力的に進めており、大型商業装置の設計手法の確立／更なる競争力強化検討を行

っています。 

・軽油の超深度脱硫用として開発したチタニア触媒は、工業化に向けた製造技術の確立を実施中であります。 

・エンジニアリング力強化では、プラントの超大型化への技術的対応、及びLCC（ライフ・サイクル・コス

ト）のプラント設計適用などによるPLE（プラント・ライフサイクル・エンジニアリング）の技術強化を進

めています。 

なお、研究開発業務に従事している人員は研究開発センターを中心に約50名であり、当中間連結会計期間中に

支出した研究開発費の総額は 681百万円（消費税等は含まない）であります。 

(2) その他の事業 

 該当活動はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）国内子会社及び海外子会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除去等については、提出会社、国内子会社及び

海外子会社共に特記すべきものはありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 570,000,000 

優先株式 80,000,000 

計 650,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月19日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 193,137,529 193,150,529 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 193,137,529 193,150,529 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

 （注）１ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は1,000株であります。 

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整されるも

のとする。なお、係る調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行

われ、調整の結果生ずる１株未満の株式数は切り捨てる。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、新株予約権発行後に、時価を下回る価額で当社普通株式について新株の発行又は自己株式の処分（い

ずれも新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社

の発行済普通株式総数から当社普通株式に係る自己株式数を控除した数をいうものとする。 

上記のほか、新株予約権発行後に、当社が時価を下回る価額で当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

を発行する場合、他社と合併する場合、株式交換、株式移転又は会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価

額は適切に調整されるものとする。 

３ 資本組入額は、行使価額（調整された場合は調整後の行使価額）に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。 

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 
111 

         （注）１ 
98 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 111,000 98,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 233円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～ 

平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

１株当たり 233円（注）２ 

資本組入額   （注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡について

は当社取締役会の承認を要

件とする 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項       －       － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

        既発行

株式数
＋

新規発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行・処分株式数 



４ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

② 新株予約権発行時に当社の従業員たる地位にある新株予約権者は、新株予約権を行使することができる期

間開始日までは、当社の取締役、執行役員又は従業員たる地位にあることを要する。但し、新株予約権者

が定年退職又は当社グループ会社の取締役、監査役もしくは従業員となるために退職した場合はこの限り

ではない。 

③ 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社又は当社グループ会社の取締役、執行役員もし

くは監査役を解任されていないこと、当社又は当社グループ会社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇

の制裁を受けていないことを要する。 

④ 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社取締役会の承認なく第三者に新株予約権を譲渡

又は質入れその他の処分をしていないこと及び当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部について

放棄する旨を申し出ていないことを要する。 

⑤ 新株予約権者が死亡により、当社又は当社グループ会社の取締役、執行役員、監査役もしくは従業員たる

地位を失った場合は、新株予約権者の相続人が新株予約権を行使できる。 

⑥ その他の条件は、本総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 新株予約権の行使による増加であります。なお、平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に新株予約

権の行使により、発行済株式総数が13千株、資本金が 1百万円、資本準備金が 1百万円それぞれ増加しており

ます。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日  
12 193,137 1 12,929 1 6,712 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 三菱UFJ信託銀行株式会社については、上記のほか信託業務に係る株式数として1,261千株があります。 

２ ドイツ証券株式会社から平成19年７月20日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成19年７月13

日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間期末現在における実質

所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況に含めておりません。 

  （平成19年９月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 19,851 10.27 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 9,033 4.67 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,765 4.53 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

 （常任代理人 日本マスター

トラスト信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 （東京都港区浜松町二丁目11番３号） 
8,034 4.15 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー 

 （常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行） 

アメリカ合衆国マサチューセッツ州ボスト

ン市 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

7,858 4.06 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  7,405 3.83 

ザバンクオブニユーヨークト

リーテイージヤスデツクアカ

ウント 

（常任代理人 株式会社三菱

東京UFJ銀行） 

ベルギー国ブリュッセル市 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 
3,510 1.81 

オーエム０４エスエスビーク

ライアントオムニバス 

（常任代理人 株式会社三井

住友銀行） 

オーストラリア国シドニー市 

（東京都千代田区丸の内一丁目３番２号） 
3,366 1.74 

ビーエヌピーパリバセキユリ

テイーズサービスルクセンブ

ルグジヤスデツクセキユリテ

イーズ 

 （常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

ルクセンブルグ大公国ルクセンブルグ市 

 （東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 
3,217 1.66 

カリヨンディーエムエイオー

ティシー 

 (常任代理人 カリヨン証券会

社東京支店） 

フランス国パリ市 

 （東京都港区東新橋一丁目９番２号） 
3,141 1.62 

計 － 74,182 38.41 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ドイツ銀行 ロンドン支店 英国ロンドン市 3,305 1.71 

デー ヴェー エス インベ

ストメント ゲーエムベーハ

ー 

ドイツ国フランクフルト市 2,150 1.11 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 2,079 1.08 

ドイチェ バンク セキュリ アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨー 56 0.03 



  

ティーズ インク ク市 

計 － 7,590 3.93 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式21,000株を含めて記載して

おりますが、「議決権の数」欄には、同機構名義の議決権21個は含めておりません。また、名義人以外から

株券喪失登録がなされた株式はありません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式646株、証券保管振替機構名義の株式500株を含め

て記載しております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  （平成19年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   886,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

190,331,000 
190,310 － 

単元未満株式 
普通株式 

1,920,529 
－ 

１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 193,137,529 － － 

総株主の議決権 － 190,310 － 

  （平成19年９月30日現在）

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

千代田化工建設株

式会社 

横浜市鶴見区鶴見

中央二丁目12番１

号 

886,000 － 886,000 0.46 

計 － 886,000 － 886,000 0.46 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 2,805 2,930 2,565 2,515 2,345 2,130 

低（円） 2,525 2,300 2,260 2,285 1,896 1,803 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第

14号)に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)

に準じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     48,873 50,959   77,177 

２ 受取手形及び 
完成工事未収入金 

*5   34,938 57,627   38,659 

３ 有価証券     ― 21,500   ― 

４ 未成工事支出金     27,576 25,391   27,656 

５ 繰延税金資産     1,552 4,123   5,884 

６ ジョイントベンチャ 
ー持分資産 

*3   240,131 252,494   256,060 

７ その他     12,115 12,799   12,640 

貸倒引当金     △87 △109   △40 

流動資産合計     365,100 93.9 424,786 94.5   418,037 94.4

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

(1) 建物及び構築物 *1 6,581 6,688 6,615   

減価償却累計額   3,528 3,052 3,700 2,987 3,614 3,001 

(2) 機械装置 
及び運搬具 

  908 1,340 1,162   

減価償却累計額   276 632 280 1,059 271 891 

(3) 工具器具及び備品   5,318 5,513 5,543   

減価償却累計額   3,642 1,676 3,711 1,802 3,806 1,737 

(4) 土地 *1   1,850 1,835   1,835 

(5) 建設仮勘定     10 0   － 

有形固定資産合計     7,222 7,684   7,464 

２ 無形固定資産     3,103 3,390   3,352 

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券 *1   7,183 8,722   8,740 

(2) 長期貸付金     536 －   － 

(3) 繰延税金資産     2,834 1,547   2,056 

(4) その他 *4   3,534 3,764   3,841 

貸倒引当金     △602 △509   △539 

投資その他の資産 
合計 

    13,485 13,526   14,097 

固定資産合計     23,811 6.1 24,601 5.5   24,915 5.6

資産合計     388,912 100.0 449,387 100.0   442,952 100.0

 



    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び 
工事未払金 

    80,275 93,667   86,813 

２ １年以内返済予定の 
長期借入金 

*1   71 92   96 

３ 未払法人税等     4,801 4,096   13,070 

４ 未成工事受入金     210,554 234,915   231,818 

５ 完成工事補償引当金     1,636 1,871   1,581 

６ 受注工事損失引当金     10 15   10 

７ 賞与引当金     3,727 3,875   5,096 

８ その他     7,654 13,048   12,957 

流動負債合計     308,731 79.4 351,582 78.2   351,444 79.3

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金 *1   10,133 10,036   10,067 

２ 繰延税金負債     2 －   － 

３ 退職給付引当金     3,260 1,223   1,789 

４ 役員退職慰労引当金     417 466   486 

５ その他     1,774 922   1,748 

固定負債合計     15,587 4.0 12,648 2.8   14,093 3.2

負債合計     324,319 83.4 364,230 81.0   365,537 82.5

(純資産の部)         

Ⅰ 株主資本         

１ 資本金     12,916 3.3 12,929 2.9   12,928 2.9

２ 資本剰余金     6,700 1.7 6,712 1.5   6,711 1.5

３ 利益剰余金     46,041 11.9 66,155 14.7   58,398 13.2

４ 自己株式     △790 △0.2 △1,033 △0.2   △905 △0.2

株主資本合計     64,868 16.7 84,765 18.9   77,133 17.4

Ⅱ 評価・換算差額等         

１ その他有価証券 
評価差額金 

    △133 △0.0 282 0.0   247 0.1

２ 繰延ヘッジ損益     △210 △0.1 △584 △0.1   △408 △0.1

３ 為替換算調整勘定     △290 △0.1 297 0.1   49 0.0

評価・換算差額等 
合計 

    △634 △0.2 △4 △0.0   △110 △0.0

Ⅲ 少数株主持分     359 0.1 396 0.1   392 0.1

純資産合計     64,593 16.6 85,157 19.0   77,414 17.5

負債純資産合計     388,912 100.0 449,387 100.0   442,952 100.0



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 完成工事高     210,981 100.0 312,547 100.0   484,895 100.0

Ⅱ 完成工事原価     192,047 91.0 295,307 94.5   445,158 91.8

完成工事総利益     18,934 9.0 17,239 5.5   39,736 8.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *1   5,443 2.6 5,819 1.8   11,036 2.3

営業利益     13,490 6.4 11,420 3.7   28,700 5.9

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   3,388 5,943 8,442   

２ 受取配当金   17 44 68   

３ 持分法による 
投資利益 

  144 140 375   

４ 不動産賃貸収入   131 121 259   

５ その他   155 3,836 1.8 82 6,332 2.0 226 9,373 1.9

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   152 173 310   

２ 為替差損   343 141 628   

３ 不動産賃貸費用   80 85 138   

４ その他   52 629 0.3 49 449 0.2 197 1,275 0.2

経常利益     16,697 7.9 17,303 5.5   36,797 7.6

Ⅵ 特別利益         

１ 投資有価証券売却益   － 644 －   

２ 貸倒引当金戻入額   688 31 742   

３ 投資損失引当金 
戻入額 

  263 － 263   

４ その他   124 1,076 0.5 50 726 0.3 166 1,171 0.2

Ⅶ 特別損失         

１ 投資有価証券評価損   14 － 14   

２ その他   － 14 0.0 － － － 18 33 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    17,758 8.4 18,029 5.8   37,935 7.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  4,876 5,002 16,209   

法人税等調整額   1,675 6,551 3.1 2,377 7,380 2.4 △1,866 14,342 2.9

少数株主利益     33 0.0 7 0.0   60 0.0

中間(当期)純利益     11,173 5.3 10,641 3.4   23,531 4.9



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 36,877 △676 55,786

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 15 15     31

剰余金の配当（注）     △1,921   △1,921

中間純利益     11,173   11,173

連結子会社減少に伴う 
利益剰余金減少額 

    △88   △88

自己株式の取得       △114 △114

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

         

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

15 15 9,163 △114 9,081

平成18年９月30日残高(百万円) 12,916 6,700 46,041 △790 64,868

  評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 44 － △323 △278 322 55,830

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行           31

剰余金の配当（注）           △1,921

中間純利益           11,173

連結子会社減少に伴う 
利益剰余金減少額 

          △88

自己株式の取得           △114

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

△178 △210 33 △355 36 △318

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

△178 △210 33 △355 36 8,762

平成18年９月30日残高(百万円) △133 △210 △290 △634 359 64,593



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 58,398 △905 77,133

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 1 1     2

剰余金の配当     △2,884   △2,884

中間純利益     10,641   10,641

自己株式の取得       △127 △127

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

         

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

1 1 7,756 △127 7,632

平成19年９月30日残高(百万円) 12,929 6,712 66,155 △1,033 84,765

  評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 247 △408 49 △110 392 77,414

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行           2

剰余金の配当           △2,884

中間純利益           10,641

自己株式の取得           △127

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

34 △176 247 105 4 110

中間連結会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

34 △176 247 105 4 7,742

平成19年９月30日残高(百万円) 282 △584 297 △4 396 85,157



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 36,877 △676 55,786

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 27 26     54

剰余金の配当（注）     △1,921   △1,921

当期純利益     23,531   23,531

連結子会社減少に伴う 
利益剰余金減少額 

    △88   △88

自己株式の取得       △229 △229

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

         

連結会計年度中の 
変動額合計(百万円) 

27 26 21,521 △229 21,346

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 58,398 △905 77,133

  評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 44 ― △323 △278 322 55,830

連結会計年度中の変動額            

新株の発行           54

剰余金の配当（注）           △1,921

当期純利益           23,531

連結子会社減少に伴う 
利益剰余金減少額 

          △88

自己株式の取得           △229

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

202 △408 373 167 69 237

連結会計年度中の 
変動額合計(百万円) 

202 △408 373 167 69 21,584

平成19年３月31日残高(百万円) 247 △408 49 △110 392 77,414



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

  17,758 18,029 37,935 

減価償却費   759 728 1,507 

貸倒引当金の増減額 
(減少:△) 

  △947 38 △1,056 

受取利息及び受取配当金   △3,405 △5,988 △8,511 

支払利息   152 173 310 

為替差損益(差益:△)   △5 46 △73 

持分法による投資利益   △144 △140 △375 

投資有価証券売却益   － △644 － 

売上債権の増減額 
(増加:△) 

  12,036 △18,782 8,484 

未成工事支出金の増減額 
(増加:△) 

  △9,672 2,283 △9,728 

仕入債務の増減額 
(減少:△) 

  △5,452 6,774 947 

未成工事受入金の増減額 
(減少:△) 

  108,589 3,020 129,741 

賞与引当金の増減額 
(減少:△) 

  △128 △1,227 1,240 

退職給付引当金の増減額 
(減少:△) 

  △4,701 △566 △6,172 

完成工事補償引当金の 
増減額(減少:△) 

  △237 272 △305 

ジョイントベンチャー 
持分資産の増減額 
(増加:△) 

  △108,794 3,566 △124,724 

未払消費税等の増減額 
(減少:△) 

  △1,706 3,744 △1,707 

未払確定拠出年金移換額の
増減額（減少:△） 

  2,450 △826 2,444 

その他   3,511 871 12,518 

小計   10,063 11,374 42,475 

利息及び配当金の受取額   146 375 335 

利息の支払額   △151 △91 △317 

工事和解金の支払額   △469 － △469 

法人税等の支払額   △3,647 △13,541 △6,492 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  5,941 △1,883 35,531 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

有形固定資産の取得 
による支出 

  △206 △132 △460 

有形固定資産の売却 
による収入 

  6 5 42 

無形固定資産の取得 
による支出 

  △626 △616 △1,319 

投資有価証券の取得 
による支出 

  △1,589 △0 △2,419 

投資有価証券の売却 
による収入 

  － 839 32 

長期貸付けによる支出   △15 － △15 

長期貸付金の回収 
による収入 

*2 379 28 609 

その他   13 △4 71 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △2,038 117 △3,458 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

長期借入金の返済 
による支出 

  △10 △35 △46 

株式の発行による収入   31 2 54 

配当金の支払額   △1,913 △2,877 △1,915 

少数株主への配当金の 
支払額 

  － △12 △54 

その他   △114 △127 △229 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △2,006 △3,050 △2,191 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  13 94 357 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少:△） 

  1,909 △4,722 30,239 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  46,878 77,051 46,878 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
連結除外による減少額 

  △66 － △66 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

*1 48,721 72,329 77,051 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社名 

千代田工商㈱ 

千代田計装㈱ 

千代田テクノエース㈱ 

千代田アドバンスト・
ソリューションズ㈱ 

アロー・ビジネス・コ
ンサルティング㈱ 

アローヘッド・インタ
ーナショナル㈱ 

千代田ユーテック㈱ 

千代田シンガポール・
プライベート・リミテ
ッド 

千代田フィリピン・コ
ーポレーション 

千代田インターナショ
ナル・コーポレーショ
ン 

ピー・ティー・千代田
インターナショナル・
インドネシア 

千代田＆パブリック・
ワークス・カンパニー 
・リミテッド 

千代田アジア・パシフ
ィック・プライベート 
・リミテッド 

千代田マレーシア・セ
ンドリアン・ベルハッ
ダ 

千代田タイランド・リ
ミテッド 

他 ２社 

(イ)連結子会社の数 16社 

主要な連結子会社名 

千代田工商㈱ 

千代田計装㈱ 

千代田テクノエース㈱ 

千代田アドバンスト・
ソリューションズ㈱ 

アロー・ビジネス・コ
ンサルティング㈱ 

アローヘッド・インタ
ーナショナル㈱ 

千代田ユーテック㈱ 

千代田シンガポール・
プライベート・リミテ
ッド 

千代田フィリピン・コ
ーポレーション 

千代田インターナショ
ナル・コーポレーショ
ン 

ピー・ティー・千代田
インターナショナル・
インドネシア 

千代田＆パブリック・
ワークス・カンパニー 
・リミテッド 

千代田マレーシア・セ
ンドリアン・ベルハッ
ダ 

他 ３社 

(イ)連結子会社の数 17社 

主要な連結子会社名 

千代田工商㈱ 

千代田計装㈱ 

千代田テクノエース㈱ 

千代田アドバンスト・
ソリューションズ㈱ 

アロー・ビジネス・コ
ンサルティング㈱ 

アローヘッド・インタ
ーナショナル㈱ 

千代田ユーテック㈱ 

千代田シンガポール・
プライベート・リミテ
ッド 

千代田フィリピン・コ
ーポレーション 

千代田インターナショ
ナル・コーポレーショ
ン 

ピー・ティー・千代田
インターナショナル・
インドネシア 

千代田＆パブリック・
ワークス・カンパニー 
・リミテッド 

千代田アジア・パシフ
ィック・プライベート 
・リミテッド 

千代田マレーシア・セ
ンドリアン・ベルハッ
ダ 

千代田タイランド・リ
ミテッド 

他 ２社 

  前連結会計年度まで連

結子会社であったピー・

ティー・アジアン・エン

ジニアリング・コントラ

クターズ・インドネシア

は、重要性が乏しくなっ

たため、当中間連結会計

期間より連結の範囲から

除外しております。 

 なお、当中間連結会計

期間にユーテック・コン

サルティング㈱は千代田

ユーテック㈱に、シー・

アンド・イー・コーポレ

ーションは千代田フィリ

ピン・コーポレーション

にそれぞれ商号を変更し

ております。 

前連結会計年度まで連

結子会社であった千代田

アジア・パシフィック・

プライベート・リミテッ

ドは、平成19年１月に千

代田シンガポール・プラ

イベート・リミテッドに

吸収合併されておりま

す。 

前連結会計年度まで連

結子会社であったピー・

ティー・アジアン・エン

ジニアリング・コントラ

クターズ・インドネシア

は、重要性が乏しくなっ

たため、当連結会計年度

より連結の範囲から除外

しております。 

 また、当連結会計年度

にユーテック・コンサル

ティング㈱は千代田ユー

テック㈱に、シー・アン

ド・イー・コーポレーシ

ョンは千代田フィリピン 

・コーポレーションにそ

れぞれ商号を変更してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

       なお、千代田アジア・

パシフィック・プライベ

ート・リミテッドは、平

成19年１月に千代田シン

ガポール・プライベート 

・リミテッドに吸収合併

されております。 

  (ロ)非連結子会社の数 

10社

主要な非連結子会社

は、イーアイエンジニア

リング㈱であります。 

非連結子会社10社は、

その総資産合計額、売上

高合計額、中間純損益の

うち持分に見合う額の合

計額及び利益剰余金等の

うち持分に見合う額の合

計額は、いずれも小規模

であり全体としても中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしておりませ

ん。 

(ロ)非連結子会社の数 

10社

同左 

  

(ロ)非連結子会社の数 

10社

主要な非連結子会社

は、イーアイエンジニア

リング㈱であります。 

非連結子会社10社は、

その総資産合計額、売上

高合計額、当期純損益の

うち持分に見合う額の合

計額及び利益剰余金等の

うち持分に見合う額の合

計額は、いずれも小規模

であり全体としても連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりません。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ)持分法適用の関連会社

数 

５社

ITエンジニアリング㈱ 

㈱アローメイツ 

エル・アンド・ティー 
・千代田リミテッド 

他 ２社 

(イ)持分法適用の関連会社

数 

５社

同左 

(イ)持分法適用の関連会社

数 

５社

同左 

  (ロ)非連結子会社10社及び

関連会社３社に対する投

資については持分法を適

用しておりません。 

 このうち主要な非連結

子会社は、イーアイエン

ジニアリング㈱、主要な

関連会社は、システック

サービス㈱であります。 

これらの持分法を適用

していない非連結子会社

と関連会社の中間純損益

のうち持分に見合う額の

合計額及び利益剰余金等

のうち持分に見合う額の

合計額は、いずれも小規

模であり全体としても中

間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりませ

ん。 

(ロ)非連結子会社10社及び

関連会社３社に対する投

資については持分法を適

用しておりません。 

 このうち主要な非連結

子会社は、イーアイエン

ジニアリング㈱、主要な

関連会社は、カフコジャ

パン投資㈱であります。 

これらの持分法を適用

していない非連結子会社

と関連会社の中間純損益

のうち持分に見合う額の

合計額及び利益剰余金等

のうち持分に見合う額の

合計額は、いずれも小規

模であり全体としても中

間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりませ

ん。 

(ロ)非連結子会社10社及び

関連会社３社に対する投

資については持分法を適

用しておりません。 

 このうち主要な非連結

子会社は、イーアイエン

ジニアリング㈱、主要な

関連会社は、カフコジャ

パン投資㈱であります。 

これらの持分法を適用

していない非連結子会社

と関連会社の当期純損益

のうち持分に見合う額の

合計額及び利益剰余金等

のうち持分に見合う額の

合計額は、いずれも小規

模であり全体としても連

結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりません。 

  (ハ)持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社に

ついては、各社の中間会

計期間にかかる中間財務

諸表を使用しておりま

す。 

(ハ)   同左 (ハ)持分法適用会社のう

ち、決算日が連結決算日

と異なる会社について

は、各社の事業年度にか

かる財務諸表を使用して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社のうち以下の

会社の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってお

ります。 

 連結子会社のうち以下の

会社の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってお

ります。 

 連結子会社のうち以下の

会社の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の

作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生

じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 

  千代田シンガポール・プ
ライベート・リミテッド 

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション 

ピー・ティー・千代田イ
ンターナショナル・イン
ドネシア 

千代田タイランド・リミ
テッド 

千代田フィリピン・コー
ポレーション 

千代田アジア・パシフィ
ック・プライベート・リ
ミテッド 

千代田マレーシア・セン
ドリアン・ベルハッダ 

他 ２社 

千代田シンガポール・プ
ライベート・リミテッド 

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション 

ピー・ティー・千代田イ
ンターナショナル・イン
ドネシア 

千代田フィリピン・コー
ポレーション 

千代田マレーシア・セン
ドリアン・ベルハッダ 

他 ３社 

千代田シンガポール・プ
ライベート・リミテッド 

千代田インターナショナ
ル・コーポレーション 

ピー・ティー・千代田イ
ンターナショナル・イン
ドネシア 

千代田タイランド・リミ
テッド 

千代田フィリピン・コー
ポレーション 

千代田アジア・パシフィ
ック・プライベート・リ
ミテッド 

千代田マレーシア・セン
ドリアン・ベルハッダ 

他 ２社 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

① 有価証券 

     その他有価証券 

        時価のあるもの 

中間連結決算日

前１ヶ月の市場

価格の平均に基

づく時価法(評価

差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原

価は移動平均法

により算定して

おります。) 

(イ)重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

① 有価証券 

     その他有価証券 

        時価のあるもの 

同左  

(イ)重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

① 有価証券 

    その他有価証券 

        時価のあるもの 

連結決算日前１

ヶ月の市場価格

の平均に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定しており

ます。) 

  時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

時価のないもの 

同左  

時価のないもの 

同左  

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ③ たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原
価法 

③ たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

③ たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採

用しておりますが、当

社の建物については、

定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

(ロ)重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採

用しておりますが、当

社の建物については、

定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

(ロ)重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用

しておりますが、当社の

建物については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物及び 
構築物 

11～57年

機械装置 
及び運搬具 

４～13年

工具器具 
及び備品 

２～15年

建物及び 
構築物 

11～57年

機械装置 
及び運搬具 

４～13年

工具器具 
及び備品 

２～15年

建物及び 
構築物 

11～57年

機械装置 
及び運搬具 

４～13年

工具器具 
及び備品 

２～15年

     (会計方針の変更) 

当社及び国内連結子会

社は、法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計期

間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固

定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更してお

ります。 

 これによる営業利益、

経常利益及び税金等調整

前中間純利益に与える影

響は軽微であります。 

  なお、セグメント情報

に与える影響は「セグメ

ント情報」に記載してお

ります。 

  

  ② 無形固定資産 

定額法を採用してお

ります。 

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における見込

利用可能期間( 長５

年)に基づく定額法を採

用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率によっており、貸

倒懸念債権等特定の債

権については個別に回

収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

(ハ)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵

担保等の費用に備える

ため、主として、過去

の経験割合に基づく一

定の算定基準により計

上しております。 

② 完成工事補償引当金 

同左 

② 完成工事補償引当金 

同左 

  ③ 受注工事損失引当金 

受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当中間連結会計期間末

における未引渡工事の

うち損失の発生が見込

まれ、且つ、その金額

を合理的に見積もるこ

とができる工事につい

て、損失見込額を計上

しております。 

③ 受注工事損失引当金 

同左 

③ 受注工事損失引当金 

受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当連結会計年度末にお

ける未引渡工事のうち

損失の発生が見込ま

れ、且つ、その金額を

合理的に見積もること

ができる工事につい

て、損失見込額を計上

しております。 

  ④ 賞与引当金 

従業員に支給すべき

賞与の支払に備えるた

め、当中間連結会計期

間に対応する支給見込

額を計上しておりま

す。 

④ 賞与引当金 

同左 

④ 賞与引当金 

従業員に支給すべき

賞与の支払に備えるた

め、当連結会計年度に

対応する支給見込額を

計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

なお、会計基準変更

時差異(5,696百万円)

は、15年による均等額

を営業費用処理してお

ります。（当社の会計

基準変更時差異は確定

給付企業年金制度(キャ

ッシュバランスプラン)

及び確定拠出年金制度

への移行後の金額であ

ります。） 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により営業費

用処理しております。 

当社の数理計算上の

差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より翌連結会計年度か

ら営業費用処理するこ

ととしております。 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

なお、会計基準変更

時差異(5,696百万円)

は、15年による均等額

を営業費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により営業費

用処理しております。 

当社の数理計算上の

差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より翌連結会計年度か

ら営業費用処理するこ

ととしております。 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更

時差異(5,696百万円)

は、15年による均等額

を営業費用処理してお

ります。（当社の会計

基準変更時差異は確定

給付企業年金制度(キャ

ッシュバランスプラン)

及び確定拠出年金制度

への移行後の金額であ

ります。） 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定額法により営業費

用処理しております。 

当社の数理計算上の

差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による定額法に

より翌連結会計年度か

ら営業費用処理するこ

ととしております。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

当社の役員(執行役員

を含む)及び主要な連結

子会社の役員に支給す

る退職慰労金に充てる

ため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上

しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 役員退職慰労引当金 

当社の役員(執行役員

を含む)及び主要な連結

子会社の役員に支給す

る退職慰労金に充てる

ため、内規に基づく期

末要支給額を計上して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ニ)完成工事高の計上基準 

原則として、工事完成

基準によっております。

但し、当社及び国内主要

連結子会社４社は、契約

額１億円以上且つ、工期

１年超の工事について、

工事進行基準を採用して

おります。 

(ニ)完成工事高の計上基準 

原則として、工事完成

基準によっております。

但し、当社及び国内主要

連結子会社４社は、契約

額１億円以上且つ、工期

１年超の工事について、

工事進行基準を採用して

おります。 

(ニ)完成工事高の計上基準 

原則として、工事完成

基準によっております。

但し、当社及び国内主要

連結子会社４社は、契約

額１億円以上且つ、工期

１年超の工事について、

工事進行基準を採用して

おります。 

  千代田シンガポール・

プライベート・リミテッ

ド(シンガポール子会社)

及びピー・ティー・千代

田インターナショナル・

インドネシア(インドネシ

ア子会社)他６社について

も工事進行基準を採用し

ております。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、

178,840百万円でありま

す。 

千代田シンガポール・

プライベート・リミテッ

ド(シンガポール子会社)

及びピー・ティー・千代

田インターナショナル・

インドネシア(インドネシ

ア子会社)他６社について

も工事進行基準を採用し

ております。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、

287,996百万円でありま

す。 

千代田シンガポール・

プライベート・リミテッ

ド(シンガポール子会社)

及びピー・ティー・千代

田インターナショナル・

インドネシア(インドネシ

ア子会社)他６社について

も工事進行基準を採用し

ております。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、

412,052百万円でありま

す。 

  (ホ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。 

なお、在外子会社等の

資産、負債、収益及び費

用は、在外子会社等の中

間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて

おります。 

(ホ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

同左 

(ホ)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

なお、在外子会社等の

資産、負債、収益及び費

用は、在外子会社等の決

算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ヘ)重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(ヘ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(ヘ)重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (ト)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によ

っております。 

なお、振当処理の要

件を満たしている場合

は振当処理を採用して

おります。 

(ト)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(ト)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

ヘッジ手段 

為替予約及び外貨
預金 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建資産負債及
び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

為替リスク管理方針

に関する社内規定及び

運用細則に基づき、外

貨建の債権債務及び予

定取引のキャッシュ・

フローの円貨を固定す

るため及び外貨建の資

産負債の為替変動リス

クを軽減するためにヘ

ッジを行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④ ヘッジ有効性評価の
方法 

ヘッジ有効性評価

は、原則として中間連

結決算時及び連結決算

時にヘッジ対象とヘッ

ジ手段双方の相場変動

の累計額を基礎に行っ

ております。 

但し、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負

債又は予定取引に関す

る重要な条件が同一で

ある場合には、ヘッジ

有効性評価を省略して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の
方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の
方法 

同左 

  (チ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(チ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(チ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜

方式によっておりま

す。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用

しております。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

② 連結納税制度の適用 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ 

    ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、且つ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、且つ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第

５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、64,444百万円であ

ります。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月

９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、77,430百万円であ

ります。 

 なお、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結貸借対照表関係) 

   従来区分掲記しておりました「長期未収入金」は、

当中間連結会計期間末の資産の総額に与える影響が乏

しくなったため、投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間末の「長期未収入金」の

金額は298百万円であります。 

(中間連結貸借対照表関係) 

１ 前中間連結会計期間まで「現金及び預金」に含めて

表示しておりました「譲渡性預金」は、中間連結財務

諸表規則ガイドラインの改正に伴い、当中間連結会計

期間より「有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、「譲渡性預金」の金額は、前中間連結会計期

間末22,500百万円、当中間連結会計期間末21,500百万

円であります。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 従来区分掲記しておりました「短期貸付金純減少額」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計

期間から投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「短期貸付金純減少額」

の金額は0百万円であります。 

２  従来区分掲記しておりました「長期貸付金」は、当

中間連結会計期間末の資産の総額に与える影響が乏し

くなったため、投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しております。 

  なお、当中間連結会計期間末の「長期貸付金」の金

額は487百万円であります。 

３  従来区分掲記しておりました固定負債の「繰延税金

負債」は、当中間連結会計期間末の負債純資産の総額

に与える影響が乏しくなったため、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。 

  なお、当中間連結会計期間末の固定負債の「繰延税

金負債」の金額は19百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

＊１ 下記の資産は、長期借入金(１

年以内返済予定を含む)204百万円

の担保に供しております。 

＊１ 下記の資産は、長期借入金(１

年以内返済予定を含む)128百万円

の担保に供しております。 

＊１ 下記の資産は、長期借入金(１

年以内返済予定を含む)163百万円

の担保に供しております。 

建物及び構築物 624百万円

土地 695百万円

投資有価証券 4百万円

合計 1,324百万円

建物及び構築物 598百万円

土地 695百万円

合計 1,293百万円

建物及び構築物 613百万円

土地 695百万円

合計 1,308百万円

 ２ 債務保証をしているものは次の

とおりであります。 

(イ)従業員の住宅融資 

718百万円 

 ２ 債務保証をしているものは次の

とおりであります。 

(イ)従業員の住宅融資 

618百万円 

 ２ 債務保証をしているものは次の

とおりであります。 

(イ)従業員の住宅融資 

656百万円 

(ロ)関係会社 

工事に関するボンドに対する
保証等 

(ロ)関係会社等 

工事に関するボンドに対する
保証等 

(ロ)関係会社等 

工事に関するボンドに対する
保証等 

千代田ペトロスター・ 
リミテッド 

  （US$ 3,036,869） 358百万円

     

  関係会社合計 358百万円

  債務保証総合計 1,076百万円

千代田ペトロスター・
リミテッド他 

  （US$ 1,183,905） 136百万円

  （RM    22,000） 0百万円

  工事に関するボンド
に対する保証等計 

137百万円

  関係会社等合計 137百万円

  債務保証総合計 755百万円

千代田ペトロスター・ 
リミテッド他 

  （US$ 3,065,750） 361百万円

  （RM   258,900） 8百万円

  工事に関するボンド
に対する保証等計 

370百万円

  関係会社等合計 370百万円

  債務保証総合計 1,026百万円

［US$：米ドル］ ［US$：米ドル  

RM ：マレーシアリンギット］ 

［US$：米ドル  

RM ：マレーシアリンギット］ 

＊３  請負工事に係るジョイントベ

ンチャー契約の決算書における

貸借対照表項目のうち、当社の

持分相当額を表示しておりま

す。 

＊３      同左 ＊３      同左 

＊４  カフコジャパン投資株式会社

に対する債権209百万円が投資そ

の他の資産の「その他」に含ま

れております。 

  なお、当該債権は平成18年10

月31日付で全額入金がなされて

おります。 

＊４    ───── ＊４  カフコジャパン投資株式会社

に対する債権は、当連結会計年

度末までに全額入金されまし

た。 

＊５  中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれており

ます。  

＊５  中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれており

ます。  

＊５  連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当連結会計

年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 83百万円 受取手形 134百万円  受取手形 234百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加136千株は、新株予約権の行使によるものであります。 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加46千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

６  当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

おります。 

 当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る借

入未実行残高等は次のとおりで

あります。 

  ６      同左 ６  当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と貸出

コミットメント契約を締結して

おります。 

 当連結会計年度末における貸

出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであり

ます。 

貸出コミット 
メントの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000百万円

  貸出コミット 
メントの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

＊１  このうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

＊１  このうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

＊１  このうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

(1) 従業員給与手当 1,055百万円

(2) 賞与引当金繰入額 517百万円

(3) 退職給付費用 120百万円

(4) 役員退職慰労引当
金繰入額 

64百万円

(5) 業務委託費 600百万円

(6) 研究開発費 571百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 0百万円

(1) 従業員給与手当 1,115百万円

(2) 賞与引当金繰入額 531百万円

(3) 退職給付費用 109百万円

(4) 役員退職慰労引当
金繰入額 

70百万円

(5) 業務委託費 650百万円

(6) 研究開発費 681百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 70百万円

(1) 従業員給与手当 2,122百万円

(2) 賞与引当金繰入額 727百万円

(3) 退職給付費用 237百万円

(4) 役員退職慰労引当
金繰入額 

134百万円

(5) 業務委託費 1,265百万円

(6) 研究開発費 1,203百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 2百万円

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式       (千株) 192,893 136 ― 193,029 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式       (千株) 741 46 ― 788 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 1,921 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加12千株は、新株予約権の行使によるものであります。 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加50千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加232千株は、新株予約権の行使によるものであります。 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加94千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３ 配当に関する事項 

(1)  配当金支払額 

(2)  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式              (千株) 193,125 12 ― 193,137 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式              (千株) 836 50 ― 886 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 2,884 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月22日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式       (千株) 192,893 232 ― 193,125 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式       (千株) 741 94 ― 836 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 1,921 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 2,884 利益剰余金 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月22日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

＊１  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成18年９月30日現在) 

＊１  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成19年９月30日現在)

＊１  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 48,873百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△151百万円

現金及び現金同等物 48,721百万円

現金及び預金勘定 50,959百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△129百万円

預入期間が３ヶ月以
内の譲渡性預金 
(有価証券勘定) 

21,500百万円

現金及び現金同等物 72,329百万円

現金及び預金勘定 77,177百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△125百万円

現金及び現金同等物 77,051百万円

＊２  カフコジャパン投資株式会社

に対する貸付金の回収額350百万

円が含まれております。 

 なお、当該貸付金は中間連結

貸借対照表上、投資その他の資

産の「その他」として表示して

おります。 

＊２    ─────   ＊２  カフコジャパン投資株式会社

に対する貸付金の回収額559百万

円が含まれております。 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

借主側 

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(イ)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借主側 

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(イ)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借主側 

(1) リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(イ)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 

(百万円) 

工具器具 
及び備品 622 284 337 

その他 151 70 81 

合計 774 355 419 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

建物及び 
構築物 67 2 65

工具器具 
及び備品 624 339 284

その他 161 99 62

合計 853 441 412

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

工具器具
及び備品 637 316 321

その他 160 84 76

合計 798 400 398

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産及び無形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

(注)    同左 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産及び無形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

おります。 

(ロ)未経過リース料中間期末残高

相当額 

(ロ)未経過リース料中間期末残高

相当額 

(ロ)未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 162百万円

１年超 256百万円

合計 419百万円

１年内 142百万円

１年超 269百万円

合計 412百万円

１年内 157百万円

１年超 240百万円

合計 398百万円

(注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

及び無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によって

おります。 

(注)    同左 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産及び無形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

(ハ)支払リース料及び減価償却費

相当額 

(ハ)支払リース料及び減価償却費

相当額 

(ハ)支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 93百万円

減価償却費 
相当額 

93百万円

支払リース料 92百万円

減価償却費 
相当額 

92百万円

支払リース料 182百万円

減価償却費 
相当額 

182百万円

(ニ)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(ニ)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(ニ)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(2) オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

(2) オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

(2) オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 63百万円

１年超 410百万円

合計 474百万円

１年内 84百万円

１年超 758百万円

合計 842百万円

１年内 60百万円

１年超 383百万円

合計 444百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

次へ 

区分 取得原価(百万円) 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 差額(百万円) 

株式 2,657 2,557 △100 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

(1) 非上場株式 1,485 

(2) 出資証券 2 

区分 取得原価(百万円) 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 差額(百万円) 

株式 3,557 4,032 475 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

 (1) 譲渡性預金 21,500 

(2) 非上場株式 1,173 

(3) 出資証券 2 

区分 取得原価(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 差額(百万円) 

株式 3,556 3,973 416 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

(1) 非上場株式 1,368 

(2) 出資証券 2 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

(注) １ 時価の算定は、先物為替相場によっております。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注

記の対象から除いております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

  (注) １ 時価の算定は、先物為替相場によっております。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注

記の対象から除いております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

 (注) １ 時価の算定は、先物為替相場によっております。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注

記の対象から除いております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

為替予約取引   

売建   

米ドル 13,913 14,233 △320

買建   

米ドル 604 625 21

ユーロ 12 13 1

合計 14,530 － △297 

種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

為替予約取引       

売建       

米ドル 18,473 18,218 255 

ユーロ 0 0 △0 

買建       

米ドル 3 3 △0 

ユーロ 13 14 1 

合計 18,490 － 256 

種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

為替予約取引       

売建       

米ドル 12,314 12,313 1 

その他 0 0 △0 

買建       

ユーロ 213 220 7 

米ドル 13 13 0 

合計 12,541 － 9 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 当社グループは、各種産業用、民生用設備並びに環境改善、公害防止用設備の計画、設計・施工・試運転の遂

行をメインとしたエンジニアリング事業を主事業内容としており、エンジニアリング事業以外では売上高基準及

び営業損益基準とも10％以上となるセグメントがないため記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア ………… インドネシア・シンガポール・フィリピン・ミャンマー・マレーシア・タイ 

(2) 北米 …………… アメリカ 

(3) その他の地域 … ナイジェリア 

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
 売上高 

206,416 4,564 － － 210,981 － 210,981 

(2) セグメント間の内部
売上高 

0 477 17 21 517 (517) － 

計 206,417 5,042 17 21 211,499 (517) 210,981 

営業費用 192,922 5,044 17 11 197,996 (505) 197,490 

営業利益又は営業損失(△) 13,494 △2 0 9 13,502 (11) 13,490 



当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 (注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア ………… インドネシア・シンガポール・フィリピン・ミャンマー・マレーシア・タイ 

(2) 北米 …………… アメリカ 

(3) その他の地域 … ナイジェリア 

    ３ 会計処理方法の変更 

      「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(ロ)「重要な減価償却資産の減価償却の方法」

(会計方針の変更)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる「日本」の営業利益に与える影響は軽微であります。 

なお、「日本」以外のセグメントに与える影響はありません。 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 (注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア ………… インドネシア・シンガポール・フィリピン・ミャンマー・マレーシア・タイ 

(2) 北米 …………… アメリカ 

(3) その他の地域 … ナイジェリア 

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
 売上高 

307,730 4,816 － － 312,547 － 312,547 

(2) セグメント間の内部 
 売上高 

－ 793 19 12 825 (825) － 

計 307,730 5,609 19 12 313,372 (825) 312,547 

営業費用 296,380 5,547 17 13 301,959 (832) 301,126 

営業利益又は営業損失(△) 11,349 62 1 △1 11,413 6 11,420 

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

その他の
地域 

(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
 売上高 

476,813 8,081 ― ― 484,895 ― 484,895 

(2) セグメント間の内部 
 売上高 

0 1,708 37 26 1,772 (1,772) ― 

計 476,813 9,790 37 26 486,667 (1,772) 484,895 

営業費用 448,622 9,282 35 26 457,967 (1,771) 456,195 

営業利益 28,191 507 1 0 28,700 (0) 28,700 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 (注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア ………………… 中国・シンガポール・インドネシア 

(2) 中近東 ………………… カタール・アラブ首長国連邦・サウジアラビア 

(3) ロシア・中央アジア … ロシア 

(4) その他の地域 ………… アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(但し、連結会社間の内

部売上高を除く)であります。 

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 (注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア ………………… シンガポール・台湾・インドネシア 

(2) 中近東 ………………… カタール・イラン 

(3) ロシア・中央アジア … ロシア 

(4) その他の地域 ………… ナイジェリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(但し、連結会社間の内

部売上高を除く)であります。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 (注) １  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２  各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア  ………………… 中国・シンガポール・台湾 

(2) 中近東 ………………… カタール・アラブ首長国連邦・サウジアラビア・イラン 

(3) ロシア・中央アジア  … ロシア 

(4) その他の地域  ………… アメリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額(但し、連結会社間の内

部売上高を除く)であります。 

  アジア 中近東 
ロシア・ 
中央アジア 

その他の地域 計 

Ⅰ  海外売上高(百万円) 6,593 135,516 23,684 530 166,324 

Ⅱ  連結売上高(百万円)         210,981 

Ⅲ  連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.1 64.2 11.2 0.3 78.8 

  アジア 中近東 
ロシア・ 
中央アジア 

その他の地域 計 

Ⅰ  海外売上高(百万円) 5,447 210,910 29,999 183 246,541 

Ⅱ  連結売上高(百万円)         312,547 

Ⅲ  連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

1.7 67.5 9.6 0.1 78.9 

  アジア 中近東 
ロシア・ 
中央アジア 

その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,187 316,649 49,275 1,233 378,345 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         484,895 

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％) 

2.3 65.3 10.2 0.2 78.0 



（１株当たり情報） 

 (注) １ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、 

以下のとおりであります。 

     ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 334円13銭

１株当たり 
中間純利益金額 

58円14銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

58円06銭

１株当たり純資産額 440円88銭

１株当たり 
中間純利益金額 

55円35銭

潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益金額 

55円32銭

１株当たり純資産額 400円56銭

１株当たり 
当期純利益金額 

122円41銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

122円28銭

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益        (百万円) 11,173 10,641 23,531 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益                  (百万円) 

11,173 10,641 23,531 

普通株式の期中平均株式数(千株) 192,200 192,259 192,233 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

      

普通株式増加数          (千株) 252 105 201 

(うち新株予約権)        (千株) (252) (105)  (201) 

  
前中間連結会計期間末 
平成18年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成19年９月30日 

前連結会計年度末 
平成19年３月31日 

純資産の部の合計額        (百万円) 64,593 85,157 77,414 

純資産の部の合計額から 
控除する金額              (百万円) 

359 396 392 

(うち少数株主持分) (359) (396) (392) 

普通株式に係る中間期末(期末) 
の純資産額                (百万円) 

64,233 84,760 77,022 

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末(期末)の普通株式数(千株) 

192,241 192,250 192,289 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

───── (企業結合等について) 

 当社は、平成19年11月28日開催の

取締役会において、サンライズ・リ

アルエステート株式会社(以下、

「サンライズ社」といいます。)の

株式を取得し完全子会社化すること

及び、平成20年１月１日を期してサ

ンライズ社を吸収合併することを決

議し、平成19年11月30日付でサンラ

イズ社との間で合併契約書を締結い

たしました。 

  なお、当社は、平成19年11月28日

付でサンライズ社の全株式を取得い

たしております。 

───── 

  (1) 被取得企業の名称及び
事業の内容等 

(平成19年３月31日現在) 

 

 
名称 

サンライズ・リアルエス
テート株式会社 

本店所在地 
横浜市鶴見区鶴見中央 
二丁目１２番１号 

代表者氏名(注)
代表取締役社長 
       野口 喬 

事業の内容 
不動産の売買、賃貸、 
仲介及び管理 

売上高 1,914百万円 

当期利益 328百万円 

総資産の額 17,649百万円 

負債の額 16,826百万円 

資本金の額 100百万円 

純資産の額 823百万円 

従業員数 １名 

 

  (注) 平成19年11月28日付で 佐藤 彰 に 

異動しております。 
 

  (2) 合併の目的 

 当社は、サンライズ社から、当

社本店(横浜市鶴見区)及び子安オ

フィス・リサーチパーク(横浜市神

奈川区)の建物等を賃借しておりま

す。 

 当社は、サンライズ社を吸収合

併することによってサンライズ社

所有の不動産を直接に管理出来る

ようにし、当社の受注状況に応じ

た建物の大幅変更や、災害や老朽

化に対応した大規模補修を適時に

行い、当社業務遂行の効率を確保

しようとするものであります。 

 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) 合併の予定時期及び 
合併の方法等 

①合併の予定時期(効力発生日) 

平成20年１月１日 

②合併の方法等 

 当社を存続会社とする吸収合

併方式(会社法第796条第３項に

定める簡易合併並びに、同法第

784条第１項に定める略式合併)

で、サンライズ社は消滅いたし

ます。 

 また、合併比率及び合併交付

金については、当社がサンライ

ズ社の全株式を保有しており、

合併による新株式の発行及び資

本金の増加並びに合併交付金の

支払いは行いません。 

 

  (4) 結合後企業の名称 

千代田化工建設株式会社 

 

  (5) 取得した議決権比率  85.1％ 

 なお、本株式取得により、当社

が保有するサンライズ社の議決権

比率は100％となりました。 

 

  (6) 被取得企業の取得原価及び
その内訳 

取得原価      284百万円 

(内訳 現金支出額  284百万円、
直接要した支出額10百万円を含む)

 

  (7) 発生したのれんの金額等 

 未確定であります。 

 

  (8) 企業結合日に受入れた資産及び
引き受けた負債の額並びにその
主な内訳 

 未確定であります。 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   37,332 37,349 67,276   

２ 受取手形 *6 504 791 114   

３ 完成工事未収入金   19,479 37,960 23,544   

４ 有価証券   ― 21,500 ―   

５ 未成工事支出金   19,433 19,942 20,595   

６ ジョイントベンチャ
ー持分資産 

*4 240,131 252,494 256,060   

７ その他   13,052 15,725 17,852   

貸倒引当金   △83 △106 △36   

流動資産合計     329,850 93.2 385,658 93.9   385,408 93.8

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 *1,*2 4,686 5,184 4,962   

２ 無形固定資産   3,027 3,323 3,281   

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   11,576 12,733 12,869   

(2) その他 *5 5,876 4,096 4,683   

貸倒引当金   △406 △351 △351   

投資損失引当金   △859 ― △169   

投資その他の資産 
合計 

  16,187 16,478 17,032   

固定資産合計     23,901 6.8 24,986 6.1   25,276 6.2

資産合計     353,752 100.0 410,645 100.0   410,685 100.0

 



    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形   2,798     3,981     3,577    

２ 工事未払金   53,820     65,833     65,574    

３ １年以内返済予定の 
長期借入金 

*2 50     75     75    

４ 未成工事受入金   205,356     229,573     226,450    

５ 完成工事補償引当金   1,169     1,368     1,022    

６ 賞与引当金   2,492     2,675     3,626    

７ 子会社支援引当金   176     115     177    

８ その他   18,992     24,066     31,963    

流動負債合計     284,856 80.5   327,689 79.8   332,466 81.0

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 *2 10,111     10,036     10,061    

２ 退職給付引当金   2,217     45     716    

３ 役員退職慰労引当金   306     325     357    

４ その他   1,723     898     1,720    

固定負債合計     14,358 4.1   11,305 2.8   12,855 3.1

負債合計     299,214 84.6   338,995 82.6   345,321 84.1

                     

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     12,916 3.6   12,929 3.2   12,928 3.2

２ 資本剰余金                    

資本準備金   6,700     6,712     6,711    

資本剰余金合計     6,700 1.9   6,712 1.6   6,711 1.6

３ 利益剰余金                    

その他利益剰余金                    

別途積立金   16,200     34,500     16,200    

繰越利益剰余金   19,906     18,902     30,645    

利益剰余金合計     36,106 10.2   53,402 13.0   46,845 11.4

４ 自己株式     △790 △0.2   △1,033 △0.3   △905 △0.2

株主資本合計     54,933 15.5   72,012 17.5   65,579 16.0

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
評価差額金 

    △185 △0.0   222 0.0   191 0.0

２ 繰延ヘッジ損益     △210 △0.1   △584 △0.1   △408 △0.1

評価・換算差額等合計     △395 △0.1   △362 △0.1   △216 △0.1

純資産合計     54,538 15.4   71,650 17.4   65,363 15.9

負債純資産合計     353,752 100.0   410,645 100.0   410,685 100.0



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比

(％)

Ⅰ 完成工事高     177,854 100.0 284,258 100.0   420,182 100.0

Ⅱ 完成工事原価     162,416 91.3 271,900 95.7   388,959 92.6

完成工事総利益     15,438 8.7 12,358 4.3   31,223 7.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費     3,950 2.2 4,241 1.4   7,865 1.8

営業利益     11,487 6.5 8,116 2.9   23,358 5.6

Ⅳ 営業外収益 *1   3,892 2.2 7,092 2.5   9,089 2.1

Ⅴ 営業外費用 *2   581 0.4 483 0.2   1,171 0.3

経常利益     14,798 8.3 14,725 5.2   31,276 7.4

Ⅵ 特別利益     1,029 0.6   863 0.3   1,805 0.5

Ⅶ 特別損失     14 0.0   ― ―   18 0.0

税引前中間 
(当期)純利益 

    15,813 8.9   15,589 5.5   33,063 7.9

法人税、住民税 
及び事業税 

  4,111     3,308     13,563    

法人税等調整額   1,575 5,686 3.2 2,838 6,147 2.2 △1,365 12,197 2.9

中間(当期)純利益     10,126 5.7   9,441 3.3   20,866 5.0



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 5,200 22,701 27,901 △676 46,810

中間会計期間中の変動額              

新株の発行 15 15         31

剰余金の配当（注）       △1,921 △1,921   △1,921

別途積立金の積立（注）     11,000 △11,000 －   －

中間純利益       10,126 10,126   10,126

自己株式の取得           △114 △114

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

             

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

15 15 11,000 △2,794 8,205 △114 8,122

平成18年９月30日残高(百万円) 12,916 6,700 16,200 19,906 36,106 △790 54,933

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) △18 － △18 46,791

中間会計期間中の変動額        

新株の発行       31

剰余金の配当（注）       △1,921

別途積立金の積立（注）       －

中間純利益       10,126

自己株式の取得       △114

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

△166 △210 △376 △376

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

△166 △210 △376 7,746

平成18年９月30日残高(百万円) △185 △210 △395 54,538



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 16,200 30,645 46,845 △905 65,579

中間会計期間中の変動額              

新株の発行 1 1         2

剰余金の配当       △2,884 △2,884   △2,884

別途積立金の積立     18,300 △18,300 ―   ―

中間純利益       9,441 9,441   9,441

自己株式の取得           △127 △127

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

             

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

1 1 18,300 △11,742 6,557 △127 6,432

平成19年９月30日残高(百万円) 12,929 6,712 34,500 18,902 53,402 △1,033 72,012

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 191 △408 △216 65,363

中間会計期間中の変動額        

新株の発行       2

剰余金の配当       △2,884

別途積立金の積立       ―

中間純利益       9,441

自己株式の取得       △127

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

31 △176 △145 △145

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円) 

31 △176 △145 6,286

平成19年９月30日残高(百万円) 222 △584 △362 71,650



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 12,901 6,684 5,200 22,701 27,901 △676 46,810

事業年度中の変動額              

新株の発行 27 26         54

剰余金の配当（注）       △1,921 △1,921   △1,921

別途積立金の積立（注）     11,000 △11,000 ―   ―

当期純利益       20,866 20,866   20,866

自己株式の取得           △229 △229

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

             

事業年度中の 
変動額合計(百万円) 

27 26 11,000 7,944 18,944 △229 18,769

平成19年３月31日残高(百万円) 12,928 6,711 16,200 30,645 46,845 △905 65,579

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) △18 ― △18 46,791

事業年度中の変動額        

新株の発行       54

剰余金の配当（注）       △1,921

別途積立金の積立（注）       ―

当期純利益       20,866

自己株式の取得       △229

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

210 △408 △198 △198

事業年度中の 
変動額合計(百万円) 

210 △408 △198 18,571

平成19年３月31日残高(百万円) 191 △408 △216 65,363



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日前１ヶ月

の市場価格の平均に

基づく時価法(評価

差額は全部純資産直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してお

ります。) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日前１ヶ月の市

場価格の平均に基づ

く時価法(評価差額

は全部純資産直入法

により処理し、売却

原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

  時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

(3) たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

(3) たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物については定額

法、建物以外の有形固定

資産については定率法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  建物及び 
構築物 

11～57年

機械装置及び 
車両運搬具 

４～13年

工具器具及び
備品 

２～15年

    

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ───── (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資

産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。 

───── 

    これによる営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響は軽

微であります。 

 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用しており

ます。 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における見込利用可能

期間( 長５年)に基づく

定額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

よっており、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 投資損失引当金 

関係会社に対する投資

に伴う損失に備えるた

め、投資先の財政状態及

び経営成績を勘案し、損

失見込額を計上しており

ます。 

───── (2) 投資損失引当金 

関係会社に対する投資

に伴う損失に備えるた

め、投資先の財政状態及

び経営成績を勘案し、損

失見込額を計上しており

ます。 

  (3) 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担

保等の費用に備えるた

め、過去の経験割合に基

づく一定の算定基準によ

り計上しております。 

(2) 完成工事補償引当金 

同左 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 受注工事損失引当金 

受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当中

間会計期間末における未

引渡工事のうち損失の発

生が見込まれ、且つ、そ

の金額を合理的に見積も

ることができる工事につ

いて、損失見込額を計上

しております。 

なお、当中間会計期間

末の残高はありません。 

(3) 受注工事損失引当金 

同左 

(4) 受注工事損失引当金 

受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当事

業年度末における未引渡

工事のうち損失の発生が

見込まれ、且つ、その金

額を合理的に見積もるこ

とができる工事につい

て、損失見込額を計上し

ております。 

なお、当事業年度末の

残高はありません。 

  (5) 賞与引当金 

従業員に支給すべき賞

与の支払に備えるため、

当中間会計期間に対応す

る支給見込額を計上して

おります。 

(4) 賞与引当金 

同左 

(5) 賞与引当金 

従業員に支給すべき賞

与の支払に備えるため、

当事業年度に対応する支

給見込額を計上しており

ます。 

  (6) 子会社支援引当金 

業績悪化の子会社を支

援するため、支援予定額

を計上しております。 

(5) 子会社支援引当金 

同左 

(6) 子会社支援引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (7) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時

差異(5,293百万円)は、

15年による均等額を営業

費用処理しております。

（会計基準変更時差異は

確定給付企業年金制度

(キャッシュバランスプ

ラン)及び確定拠出年金

制度への移行後の金額で

あります。） 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により営業費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により翌事業年度か

ら営業費用処理すること

としております。 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時

差異(5,293百万円)は、

15年による均等額を営業

費用処理しております。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により営業費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により翌事業年度か

ら営業費用処理すること

としております。 

(7) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

なお、会計基準変更時

差異(5,293百万円)は、

15年による均等額を営業

費用処理しております。

（会計基準変更時差異は

確定給付企業年金制度

(キャッシュバランスプ

ラン)及び確定拠出年金

制度への移行後の金額で

あります。） 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により営業費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により翌事業年度か

ら営業費用処理すること

としております。 

  (8) 役員退職慰労引当金 

役員(執行役員を含む)

に支給する退職慰労金に

充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。 

(7) 役員退職慰労引当金 

同左 

(8) 役員退職慰労引当金 

役員(執行役員を含む)

に支給する退職慰労金に

充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。 

４ 完成工事高の計上 

基準 

原則として、工事完成

基準によっております。

但し、契約額１億円以上

且つ、工期１年超の工事

については、工事進行基

準を採用しております。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、

171,990百万円でありま

す。 

原則として、工事完成

基準によっております。

但し、契約額１億円以上

且つ、工期１年超の工事

については、工事進行基

準を採用しております。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、

278,561百万円でありま

す。 

原則として、工事完成

基準によっております。

但し、契約額１億円以上

且つ、工期１年超の工事

については、工事進行基

準を採用しております。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、

402,602百万円でありま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

６ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

なお、振当処理の要件

を満たしている場合は振

当処理を採用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

ヘッジ手段 

為替予約及び外貨預
金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

ヘッジ手段 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建資産負債及び
外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

為替リスク管理方針に

関する社内規定及び運用

細則に基づき、外貨建の

債権債務及び予定取引の

キャッシュ・フローの円

貨を固定するため及び外

貨建の資産負債の為替変

動リスクを軽減するため

にヘッジを行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) ヘッジ有効性評価の方
法 

ヘッジ有効性評価は、

原則として中間決算時及

び決算時にヘッジ対象と

ヘッジ手段双方の相場変

動の累計額を基礎に行っ

ております。 

但し、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象の資産・負債又

は予定取引に関する重要

な条件が同一である場合

には、ヘッジ有効性評価

を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方
法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方
法 

同左 

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用し

ております。 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 

平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、54,748百万円であ

ります。 

なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、65,771百万円であ

ります。 

なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

 (中間貸借対照表関係) 

従来区分掲記しておりました「長期未収入金」は、

当中間会計期間末の資産の総額に与える影響が乏しく

なったため、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しております。 

なお、当中間会計期間末の「長期未収入金」の金額

は371百万円であります。 

 (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間まで「現金及び預金」に含めて表示

しておりました「譲渡性預金」は、中間財務諸表等規

則ガイドラインの改正に伴い、当中間会計期間より

「有価証券」に含めて表示しております。 

なお、「譲渡性預金」の金額は、前中間会計期間末

22,500百万円、当中間会計期間末21,500百万円であり

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

は5,232百万円であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

は5,261百万円であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

は5,350百万円であります。 

＊２ 下記の資産は、長期借入金(１

年以内返済予定を含む)161百万円

の担保に供しております。 

＊２ 下記の資産は、長期借入金(１

年以内返済予定を含む)111百万円

の担保に供しております。 

＊２ 下記の資産は、長期借入金(１

年以内返済予定を含む)136百万円

の担保に供しております。 

有形固定資産 908百万円 有形固定資産 888百万円 有形固定資産 900百万円

３ 債務保証をしているものは次の

とおりであります。 

(イ)従業員の住宅融資 

718百万円 

３ 債務保証をしているものは次の

とおりであります。 

(イ)従業員の住宅融資 

618百万円 

３ 債務保証をしているものは次の

とおりであります。 

(イ)従業員の住宅融資 

656百万円 

(ロ)関係会社 

①工事に関するボンドに対する
保証等 

(ロ)関係会社 

①工事に関するボンドに対する
保証等 

(ロ)関係会社 

①工事に関するボンドに対する
保証等 

千代田ペトロスター・ 
リミテッド 

  (US$  3,036,869) 358百万円

千代田シンガポール・ 
プライベート・リミテッド 

  (S$   8,483,500) 630百万円

アローヘッド・ 
インターナショナル㈱ 

    32百万円

  工事に関するボンド 
に対する保証等計 

1,020百万円

千代田ペトロスター・
リミテッド 

  (US$  1,183,905) 136百万円

千代田シンガポール・
プライベート・リミテッド 

  (S$   8,375,000) 648百万円

アローヘッド・
インターナショナル㈱ 

    32百万円

千代田マレーシア・
センドリアン・ベルハッダ 

  (RM   3,560,000) 108百万円

  工事に関するボンド
に対する保証等計 

925百万円

千代田ペトロスター・ 
リミテッド 

  (US$  3,065,750) 361百万円

千代田シンガポール・ 
プライベート・リミテッド 

  (S$   15,008,500) 1,168百万円

アローヘッド・ 
インターナショナル㈱ 

    32百万円

  工事に関するボンド 
に対する保証等計 

1,562百万円

②借入金保証 ②借入金保証 ②借入金保証 

アローヘッド・ 
インターナショナル㈱ 

    12百万円

  借入金保証計 12百万円

  関係会社合計 1,033百万円

  債務保証総合計 1,752百万円

アローヘッド・
インターナショナル㈱ 

    4百万円

  借入金保証計 4百万円

  関係会社合計 929百万円

  債務保証総合計 1,548百万円

アローヘッド・ 
インターナショナル㈱ 

    8百万円

  借入金保証計 8百万円

  関係会社合計 1,570百万円

  債務保証総合計 2,226百万円

[US$：米ドル 

S$ ：シンガポールドル] 

[US$：米ドル 

S$ ：シンガポールドル 

RM ：マレーシアリンギット] 

[US$：米ドル 

S$ ：シンガポールドル] 

 



前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

＊４  請負工事に係るジョイントベ

ンチャー契約の決算書における

貸借対照表項目のうち、当社の

持分相当額を表示しておりま

す。 

＊４      同左 ＊４      同左 

＊５  カフコジャパン投資株式会社

に対する債権209百万円が投資

その他の資産の「その他」に含

まれております。 

 なお、当該債権は平成18年10

月31日付で全額入金がなされて

おります。 

＊５    ───── ＊５  カフコジャパン投資株式会社

に対する債権は、当事業年度末

までに全額入金されました。 

＊６  中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期

間末残高に含まれております。 

＊６  中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期

間末残高に含まれております。 

＊６  事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、次

の満期手形が当事業年度末残高

に含まれております。 

 受取手形 2百万円  受取手形 5百万円  受取手形 10百万円

７  運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。 

 当中間会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりであり

ます。 

  ７      同左 ７  運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。 

 当事業年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。 

貸出コミット 
メントの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000百万円

  貸出コミット 
メントの総額 

15,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 15,000百万円



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間 (自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加46千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

当中間会計期間 (自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加50千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前事業年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の株式数の増加94千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

＊１ 営業外収益のうち、主要なもの ＊１ 営業外収益のうち、主要なもの ＊１ 営業外収益のうち、主要なもの

受取利息 3,345百万円

受取配当金 360百万円

受取利息 5,895百万円

受取配当金 1,027百万円

受取利息 8,355百万円

受取配当金 411百万円

＊２ 営業外費用のうち、主要なもの ＊２ 営業外費用のうち、主要なもの ＊２ 営業外費用のうち、主要なもの

為替差損 326百万円

支払利息 152百万円

支払利息 195百万円

為替差損 169百万円

為替差損 556百万円

支払利息 320百万円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 138百万円

無形固定資産 511百万円

有形固定資産 150百万円

無形固定資産 470百万円

有形固定資産 286百万円

無形固定資産 979百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式               (千株) 741 46 － 788 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式               (千株) 836 50 － 886 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式               (千株) 741 94 － 836 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

借主側 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

借主側 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

借主側 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 

(百万円) 

工具器具 
及び備品 618 284 333 

その他 151 70 81 

合計 769 354 415 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

建物及び 
構築物 67 2 65

工具器具 
及び備品 624 339 284

その他 156 97 59

合計 848 439 409

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

工具器具 
及び備品 637 316 321

その他 156 82 73

合計 794 399 394

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産及び無形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

(注)      同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

及び無形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 162百万円

１年超 253百万円

合計 415百万円

１年内 141百万円

１年超 267百万円

合計 409百万円

１年内 156百万円

１年超 238百万円

合計 394百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産及び無

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(注)      同左 (注)  未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 92百万円

減価償却費 
相当額 

92百万円

支払リース料 92百万円

減価償却費 
相当額 

92百万円

支払リース料 180百万円

減価償却費 
相当額 

180百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 63百万円

１年超 410百万円

合計 474百万円

１年内 84百万円

１年超 758百万円

合計 842百万円

１年内 60百万円

１年超 383百万円

合計 444百万円



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（１株当たり情報） 

(注)   １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、 

 以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 (自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

    該当事項はありません。 

当中間会計期間 (自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

   １ 中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表「注記事項」(重要な後発事象) に記載のとおりであります。 

前事業年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

    該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 283円70銭

１株当たり 
中間純利益金額 

52円69銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

52円62銭

１株当たり純資産額 372円69銭

１株当たり 
中間純利益金額 

49円11銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益金額 

49円08銭

１株当たり純資産額 339円92銭

１株当たり 
当期純利益金額 

108円55銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

108円43銭

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益        (百万円) 10,126 9,441 20,866 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益            (百万円) 

10,126 9,441 20,866 

普通株式の期中平均株式数  (千株) 192,200 192,259 192,233 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

      

普通株式増加数            (千株) 252 105 201 

(うち新株予約権)          (千株) (252) (105) (201) 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第79期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月12日関東財務局長に提出 

事業年度（第79期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(3) 臨時報告書 

平成19年６月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成19年11月28日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年11月24日

千代田化工建設株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 青木 良夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

千代田化工建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、千代田化工建設株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成19年12月17日

千代田化工建設株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 青木 良夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる千代田化工建設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、千代田化工建設株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年11月28日開催の取締役会において、サンライズ・リアルエス

テート株式会社を完全子会社化し平成20年１月１日付けで吸収合併することを決議し、平成19年11月30日に同社との間で

合併契約書を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年11月24日

千代田化工建設株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 青木 良夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

千代田化工建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第79期事業年度の中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、千代田化工建設株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成19年12月17日

千代田化工建設株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 青木 良夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北方 宏樹  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる千代田化工建設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、千代田化工建設株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年11月28日開催の取締役会において、サンライズ・リアルエス

テート株式会社を完全子会社化し平成20年１月１日付けで吸収合併することを決議し、平成19年11月30日に同社との間で

合併契約書を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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